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亜急性期病床における在宅復帰支援担当者の職種に関する一考察
武田誠一t
Discussion on Profession of Home Rehabilitation Support Providers in Sub-acute Ward 
Nobukazu T AKEDA 
Abstract 
This paper discusses the survey and research on home rehabilitation support providers assigned to sub-acute wards. The facility 
criteria of sub-acute wards prescribes the assignment of more than one specialist home rehabilitation support providers， however 
their profession is not prescribed. We therefore conducted a survey on the profession of these support providers and details of 
actual activities carried out by them. The results reveal巴dthat of the home rehabilitation support providers assigned to sub-acute 
wards surveyed， 34 were involved in welfare work such as social workers (66.7%)， 12 had nursing jobs such as nurses (23.5%)， 
and five had administrative jobs (9.8%). The activities carried out by those with welfare related and nursing jobs involved 
expertise and were professional， but this aspect was not seen in the activities of support providers from administrative job 
backgrounds. lt is conc1uded that there is a need to prescribe that home rehabilitation support providers are required to have 
professional jobs such as welfare and nursing. 
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1 .はじめに
近年の医療保険制度は，医療機関の機能分化，在院
日数の短縮，チーム医療の推進，医療の質の向上，情
報提供の推進を求めた改革が推し進められている，こ
れらの改革によって，医療を提供する側，医療を受け
る側の双方に影響が及んでいる.とくに在院日数の短
縮は，医療機関，医療を受ける患者にとっても，大き
な問題となっている.医療機関にとって在院日数の短
縮は経営上不可欠となり，早期の退院を患者に求める
こととなる，一方，退院を迫られた患者とその家族は
転院先探しを強いられることとなる(石田・高橋・板
倉・ほか2004:18-25).このような状況の解決に向けて，
医療機関には地域医療連携室，医療相談室などが開設
され，退院・連携調整を担当するものとして，医療ソ
ーシャ jレワーカー，退院調整看護師が配置されつつあ
る(桂・高橋・右田2003:712・723)0.
ただ，現行の診療報酬では退院・連携調整担当者の
配置を加算の対象としているわけではないため，その
費用は医療機関側の持ち出し部分であり，退院調整担
2∞6年10月15日受付/2∞7年1月31日受理
1新潟背陵大学看護福祉心理学部福祉心理学科
1九州保健福祉大学大学院(通信制)社会福祉学研究科修士課程 2003年度修了
当者の配置は医療機関の判断に大きく左右される.他
方，部分的ではあるが退院・連携調整担当者の配置を
診療報酬算定の要件として定めているものもある.
2006年の診療報酬改定で従来の「在宅時医学管理料」
と「寝たきり老人在宅総合診療料Jの統合整理で誕生
した「在宅時医学総合管理料jでは，この診療報酬を
算定するための届出に必要となる施設基準に「介護支
援専門員(ケアマネージャー)，社会福祉士等の保健医
療サーピス及び福祉サーピスとの連携調整を担当する
者を配置していることJを求めている(医学通信社
2006:691・692). 
このように，特定診療料である「在宅時医学総合管
理料Jの施設基準を満たすためのーっとしてではある
が，医療機関に退院・連携調整を担当する者の配置が，
診療報酬上において要件として位置づけられている.
ところで，この退院・連携調整を担当する者の配置
が施設基準として位置づけられたのは今回が初めてで
はない， 2004年の診療報酬改定で導入された「亜急性
期入院医療管理料Jが初めてであった.
2. r車急性期入院医療管理料Jとは
「亜急性期入院医療管理料」とは， 2004年の診療報酬
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改定で導入された特定入院料である.その役割・機能
は， r急性期治療を経過した患者，在宅・介護施設等か
らの患者であって症状の急性増悪した患者等に対して，
在宅復帰支援機能を有し，効率的かつ密度の高い医療
を提供するJとされている(医療保険業務研究協会
2004:370) 2). 
ただ， r亜急性期Jの定義はされておらず，厚生労働
省の通知では，急性期治療を経過した者，在宅・介護
施設等からの患者であって症状の急性増悪した患者と
されているのみである引.また，施設基準で，一般病棟
の一定割合の病床数を限度とし，在宅復帰支援担当者
が専任で1名以上配置されており，退院患者の6割以上
が居宅等へ退院していることが求められている，なお，
ここで言う，居宅等とは，居宅のほか，介護老人保健
施設及び介護老人福祉施設等を含めるとされている
(医学通信社2004:608). 
つまり「亜急性期入院医療管理料Jの特徴とは，在
宅復帰という目標を明確に打ち出しているところにあ
る.
このような病床が導入された背景には，地域に存在
する中小の一般病院の今後の役割として打ち出された
「地域一般病棟」構想がある.
この「地域一般病棟Jとは，四病院団体協議会(社
団法人日本病院会，社団法人全日本病院協会，社団法
人日本医療法人協会，社団法人日本精神科病院協会で
構成されている，以下，四病協)が提言したもので，
リハビリテーション機能，ケアマネジメント機能を備
え，急性期病棟から患者を受け入れ，在宅医療の後方
支援を行い，地域における軽症急性期や亜急性期医療
を行う病棟とされていた(西津・寛俊・千田2004:60-
62) . 
近年の医療制度の改革によって，医療機関が急性期
か慢性期かという大きく 2つに分類されようとする中
で，どちらにも分類できない役割を担ってきた地域に
存在する中小の一般病院の生き残り策として提案され
たものでもあった(篠田道子・中川恵子・小室千尋
2∞5:78・83)4). 
その特徴は，在宅医療の後方支援を行い，介護保険
施設などと連携し，地域に特化した医療機関としての
役割を果たすことであった(猪口2003:988・992). 
そのため，四病協が提言した「地域一般病棟」の施
設基準案では，一般病床であって，看護職員の配置が
2.5 : 1以上で，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，
医療ソーシャルワーカーを常勤にすることなどを定め
ていた(徳田2002:52・54). 
つまり， r亜急性期入院医療管理科jとは「地域一般
病棟Jの制度化という側面があり， r地域一般病棟Jが
目指した医療機関の役割，使命を果たせるような機能
を持つことが求められた，そのため施設基準に6割以上
の在宅復帰率，専任の在宅復帰支援担当者が位置づけ
られている.
しかし，在宅復帰という目標を達成するために大き
な役割を担うであろう「専任の在宅復帰支援担当者j
について「亜急性期入院医療管理料Jの施設基準では
具体的職種の規定を設けていない，先に触れた「在宅
時医学総合管理料Jでは「介護支援専門員(ケアマネ
ージャー)，社会福祉士等Jと具体的に職種を上げてい
るが(医学通信社2006:691・692)，r亜急性期入院医療管
理料」に関しては，ただ，在宅復帰に関する業務を適
切に実施できる者とされているだけである(医学通信
干土2004:79). 
この在宅復帰支援を適切に行える人材とは，医療ソ
ーシャルワーカーや，退院計画を実践してきた看護師
以外に考えられないが，実際にどの職種が「専任の在
宅復帰支援担当者jとして配置されているかは明らか
になっていない.
3.研究の目的
本研究の目的は， r亜急性期入院医療管理料Jを算定
する病床(以下，亜急性期病床という)に配置される
在宅復帰支援担当者に職種の規定が必要であるかを検
討することである.そのため， r亜急性期病床における
在宅復帰支援担当者アンケート」を実施する.
なお，亜急性期病床を取り上げた先行研究として，
猪口らは「亜急性期入院医療管理料jが導入される前
に行った調査結果と導入後の調査を検討して「亜急性
期入院医療管理科Jが「地域一般病棟jとしての機能
を果たしているかを考察している(猪口・安藤・高橋
2005 ;高橋2005: 81) 5) 6) 松下，大橋らは，それぞれ
亜急性期入院医療管理料導入後の効果を経済的な視点，
医業収入を中心に述べている(松下2005:4・11，大橋・
井原・山野2005:89・94)7) 8にまた，武田は全国の亜急性
期病床の開設状況について調査している(武田2006:89-
98) 9). 
これらの先行研究では，亜急性期病床は適切に運営
されているとの結果が示されている，つまり，中小の
一般病院の生き残り策として構想された「地域一般病
棟Jの具体化である亜急性期病床は順調に機能してい
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ると述べている.しかし，これらの結果は，あくまで
病院経営に貢献しているかどうかの評価が中心であっ
た.確かに「生き残り策」である以上，経営面の評価
も重要であるが，他方「地域一般病棟J構想で想定さ
れた在宅医療の後方支援，介護保険施設などとの連携
機能を果たしているかどうかは評価しきれていない.
この在宅医療の後方支援，介護保険施設などとの連
携機能を評価する方法は，これらの役割を担う在宅復
帰支援担当者の業務，役割を調査することで可能とな
る.その意味で本研究の中心に位置する「亜急性期病
床における在宅複帰支援担当者アンケートJの意義は
大きい.
4.研究の方法
1)調査対象および方法
本調査は，亜急性期病床に配置されている在宅復婦
支援担当者を調査対象としているため，まず亜急性期
病床を開設している医療機関を把握する必要があった.
そのため，調査に先立ち，各都道府県の社会保険事
務局に対して行政文書開示請求を行い， 2004年7月1日
時点、の「亜急性期入院医療管理料Jにかかわる「届出
受理医療機関名簿(届出項目別)Jの開示を受けた.な
お，調査時に一定の病床運用実績があることが望まし
いため，開示請求は2004年7月1日時点で亜急性期病床
を開設している医療機関とした.
この開示請求により， 2004年7月1日時点で，全国に
亜急性期病床を開設している医療機関が289存在するこ
とが判明した.
次に，この全国289医療機関から無作為に抽出した
100医療機関を調査対象とした.
調査は，無記名方式で，回答者は亜急性期病床にお
いて在宅復帰支援を担当する者1名，調査期間を2004年
12 月 1 日 ~31 日，調査時点を2004年 12月 1 日現在とし，
在宅復帰支援担当者に直接郵送した.
2)調査項目
調査項目は， (1 )在宅復帰支援を担当する者の属性
(性別，年齢，職種，その職種での経験年数，雇用形態，
業務担当範囲)について (2)亜急性期病床の現状及
び在宅復帰支援業務の状況(在宅復帰率，退院患者の
主な退院先，在宅復帰支援において取り組んでいる活
動，在宅復帰支援のために院内で連携を図っている職
種，在宅復帰支援のために連携を図っている院外の機
関)について， (3).運営している医療機関の概要(設
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置主体，退院調整部署の有無)について，の3項目に分
けて質問を行った.
3)分析方法
調査項目の単純集計を行い，その後，在宅復帰支援
を担当する者の職種別にクロス集計を行った.
4)調査に関する倫理的配慮
調査項目の設定においては，回答内容から囲答者お
よび回答者が従事する医療機関が判明するような項目
は設定していない.また，回答は無記名方式，集計結
果も数値のみを公表するため，個人，医療機関が特定
されることはない.
5.調査結果
1)回収数(率)と有効回筈数(率)
52の医療機関から回答が得られた(回収率52%)，こ
のうち51件を有効回答とした(有効回答率51%). 
2)在宅復帰支援を担当する者の基本属性(性別，年齢，
職種，その職種での経験年数，雇用形態，業務担当範囲)
基本属性は表1のとおりである.r性別jでは，女性
が多く41名 (80.4%)である， r年齢Jを見ると最も多
いのが20代で23名 (45.1%)，次に40代の13名 (25.5%)
とつづく. (表1-1，2)
「職種Jではソーシャルワーカーが33名 (64.7%) と
最も多く，次に看護師11名 (21.6%)事務職5名 (9.8%)
などとなっている. (表1-3)
次に， rその職種での経験年数Jを見ると， 3年未満
15名 (29.4%)， 5年未満14名27.5%であり，これを合わ
せ経験年数5年未満に整理すると29名 (56.9%)と最も
多くを占めることになるが，経験年数10年以上も16名
(31.4%)存在している. (表1・4)
「雇用形態」は全員常勤雇用で， r業務担当範囲jは，
亜急性期病床のみを担当している者が9名 (17.6%)，他
病床も担当している者が42名 (82.4%)となっている.
(表1・5，6) 
表2は基本属性を職種別にまとめたものである.な
お，ソーシャルワーカーとケアワーカーは福祉職，看
護師と保健師は看護職というカテゴリーに統合した.
「職種×性別Jでは，福祉職は女性25名 (73.5%)，男性
9名 (26.5%)，看護職は女性12名 (100%)，男性0名
(0%) ，事務職は女性4名 (80.0%)，男性1名 (20.0%)
と，いずれも女性が多く担当している. (表2・1)
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表 1 基本属性
表1-1 表1-4
性別(n=51) 経験年数(n=51)
性別 件数(%) 経験生手数
男性 10(19.6) 3年未満
女性 41(80.4) 5年未満
10年未満
表1-2 10年以上
年齢(n=51)
年齢 件数(%) 表1-5
20代 23(45.1) 雇用形態(n=51)
30代 9(17.6) 
麗用形態
40代 13(25.5) 常勤
50代 6(11.8) 
表1-6
表1-3 業務担当範囲(n=51)
職種(n=51) 業務担当範囲
職種 件数(%) 亜急性期病床のみ
ソー シャルワー カー 33(64.7) 他病床も含む
看護師 1 (21.6) 
ケアワーカー 1 (2.0) 
保健師 1 (2.0) 
事務職 5 (9.8) 
表2 基本属性(職種別)
表2-1
職種x性男lj(n=51)
職種 女性(%) 男性(%) 総計(%)
福祉職 25 (73.5) 9 (26.5) 34 (100) 
看護職 12 (100) o (0) 12 (100) 
事務職 4 (80.0) 1 (20.0) 5 (100) 
総計 41 (80.4) 10 (19.6) 51 (100) 
表2-2
職種×年齢(n=51)
職種 20代(%) 30代(%) 40代(%) 50代(%)
1 (2.9) 福祉職 20 (58.8) 
看護職 1 (8.3) 
事務職 2 (40.0) 
総計 23 (45.1) 
8 (23.5) 
o (0) 
1 (20.0) 
9 (17.6) 
5" (14.7) 
7 (58.3) 
1 (20.0) 
13 (25.5) 
4 (33.3) 
1 (20‘0) 
6 (11.8) 
件数(%)
15(29‘4) 
14(27.5) 
6(11.8) 
16 (31.4) 
件数(%)
51(100) 
件数(%)
9(17.6) 
42(82.4%) 
総計(%)
、34(100) 
12 (100) 
5 (100) 
51 (100) 
(X2=21.8. df=6， p<O.01) 
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表2-3
職種×経験年数(n=o1)
職種 3年未満(%) 5年来満(%) 10年未満(%) 10年以よ(%) 総計(%)
， 
福祉職 13 (38.2) 12 (35.3) 5 (14.7) 4 (11.8) 34 (100) 
看護職 o (0) o (0) 1 (8.3) 1 (91.7) 12 (100) 
Z事務職 2 (40.0) 2 (40.0) o (0) 1 (20.0) 5 (100) 
総計 15 (29.4) 14 (27.5) 6 (11.8) 16 (31.4) 51 (100) 
(x 2=28.1. df=6. pく0.00
表2-4
職種×業務担当範囲(n=51)
職種 亜急性期病床のみ(%)
??????? ???????
他病床も含む(%)
32 (94.1) 
8 (66.7) 
2 (40.0) 
42 (82.4) 
総計(%)
34 (100) 
12 (100) 
5 (100) 
51 (100) 
(X2=11.4. df=2. p<O.o1) 
「職種×年齢Jでは福祉職は20代が20名 (58.8%)と
多いのに対して，看護職は40代が7名 (58.8%)，50代が
4名 (33.3%)となっている. (表2-2)
これは， r職種×経験年数」にもあてはまり，看護職
では1名 (91.7%)が経験年数10年以上である. (表2-3)
「職種×業務担当範囲jでは，福祉職は，亜急性期病
床のみ2名 (5.9%)，他病床も含む32名 (94.1%)，看護
職は，亜急性期病床のみ4名 (33.3%)，他病床も含む8
名 (66.7%)，事務職は，亜急性期病床のみ3名 (60.0%)， 
2他病床も含む名 (40.0%)で，福祉職，看護職の多く
が他の病床も業務の範囲であると回答しているが，事
務職は亜急性期病床のみを担当するものが多い.(表2-4)
3) !IE:急性期病床の現状及び在宅復帰支援業務の状況
(在宅復帰率，退院患者の主な退院先，在宅復帰支援
において取り組んでいる活動，在宅復帰支援のために
院内で連携を図っている職種，在宅復帰支援のために
連携を図っている院外の機関)について
「在宅復帰率」を見ると， 9割未満16件 (32.0%)，9割
以上23件 (46.0%) と在宅復帰率8割以上が回答者全体
の8割近くとなっている. (表3・1)次に「退院患者の主
な退院先Jを複数回答で調べたところ，他病床への転
院・転室54件(29.3%)が最も多い.ただ，施設基準で居
宅等に該当する，在宅49件 (26.6%)，介護老人保健施設
40件 (21.7%)，介護老人福祉施設18件 (9.8%)，ケアハ
ウス11'牛 (6.0%)，グループホーム9件 (4.9%)をあわ
せると，在宅復帰率の対象となる退院先は127件 (69.0%)
となり， 6割以上の在宅復帰率は達成している. (表3・2)
「在宅復帰支援において取り組んでいる活動Jの間い
に関しては， r家族介護者についての相談・調整」は全
員が実施しており，また「社会福祉・介護保険制度の
説明J47件 (92.2%)，r退院・転院先の紹介・調整J48 
件 (94.1%)と9割が実施している，他の活動について
も6割以上が実施していると回答しているが， r地域の
開業医への逆紹介」については29件 (56.9%)で実施し
ている件数は少なかった.r在宅復帰支援のために院内
で連携を図っている職種」の間いに関しては，医師，
病棟看護師とは全員，理学療法土とは49件 (96.1%)と
9割が連携を図っていると回答しでいる.最後に「在宅
復帰支援のために連携を図っている院外の機関」では，
居宅介護支援事業者が42件 (82.4%)と最も多く，次い
で介護老人保健施設41件 (80.4%)，在宅介護支援セン
ター40件 (78.4%)となっている. (表3-3)
表4は亜急性期病床の現状及び在宅復帰支援業務の状
況を職種別にまとめたものである.
「職種×在宅復帰支援において取り組んでいる活動j
で，福祉職は「家族介護者についての相談・調整J34件
(100%)， r社会福祉・介護保険制度の説明J34件(100%)，
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表3 ~鉛性期病床の現状及び在宅復帰支援業務の状況について
表3-1 表3-2
在宅復婦率(n=50) 退院患者の主な退院先
在宅複帰率 件数(%) (n=184複数回答)
6割未満 2(4.0) 退院先 件数(%)
7割未満 1 (2.0) 他病床 54(29.3) 
8割未満 8(16.0) 在宅 49 (26.6) 
9割未満 16(32.0) 介護老人保健施設 40(21.7) 
9割以上 23(46.0) 介護老人福祉施設 18 (9.8) 
※無回答を除く ケアハウス 1 (6.0) 
グループホーム 9 (4.9) 
その他 3(1.6) 
表3-3
在宅復帰支援において取り組んでいる活動(n=51) 
活動内容 実施 朱実施
件数(%) 件数(%)
家族介護者についての相談・調整 51 (100) 0(0) 
社会福祉・介護保険制度の説明 47(92.2) 4(7.8) 
退院・転院先の紹介・調整 48(94.1) 3 (5.9) 
介護支援専門員の紹介 42 (82.4) 9(17.6) 
地域の開業医への逆紹介 29(56.9) 22(43.1) 
訪問看護ステーシヨシの紹介 38(74.5) 13(25.5) 
介護用品の紹介・観整 44(86.3) 7(13.7) 
医療機器と衛生資材の紹介・調整 35(68.6) 16(31.4) 
(x 2=50.1. df=7， p<O.01) 
表3-4
在宅復婦支援のために院内で連携を図っている職種(n=51)
職種 実施 朱実施
件数(%) 件数(%)
医師 51 (100) 0(0) 
病棟看護師 51(100) 0(0) 
外来看護飾 25(49.0) 、 26(51.0)
理学績法土 49 (96.1) 2(3.9) 
作業療法士 28(54.9) 23(45.1) 
雷語聴覚士 19(37.3) 32(62.7) 
MSW 38(74.5) 13 (25.5) 
退院調整看態師 9 (17.6) 42(82.4) 
事務 36(70.6) 15 (29.4) 
その他 9(17.6) 42(82.4) 
(X2=195.3， df=9. p<O.01) 
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表 4 亜急性期病床の現状友び在宅復帰支援業務の状況について(職種別)
表4-1職種×在宅復帰支援において取り組んでいる活動
福tJl臓(n=34) 看議機(n=12) 事務職(n=5)
実施 朱実施 実綴 朱実施 実施 来実施
活動内容
件数(%) 件数(%) 件数(%) 件数(%) 件数(Clも) 件数(%)
家族介護者についての栂綴・銅E霊 34(100) 。(0) 12(100) 。(0) 5(100) 。(0)
社会福松・介滋保険制度:の説明 34(100) 0(0) 10(83.3) 2(16.7) 3(60.0) 2(40.0) 
返書誌・転院先の紹介・務~ 33(97.1 ) 1(2.9) 10(83.3) 2(16.7) 5(100) 。ω)
介護支援専門員の紹介 32(94.1) 2(5.9) 7(58.3) 5(41.7) 3(60.0) 2(40.0) 
地域の開業医への逆紹介 24(70.6) 10(29.4) 3(25.0) 9(75.0) 2(40.0) 3(60.0) 
訪問看護ステーションの紹介 27(79.4) 7(20.6) 7(58.3) 5(41.7) 4(80.0) 1(20.0) 
介諮問品の紹介・翻整 30(88.2) 4(11.8) 11(91.7) 1(8.3) 3(60.0) 2(40.0) 
医療機器と衛生資材の紹介・鏑2菱 22(64.7) 12(35.3) 10(83.3) 2(16.7) 3(60.0) 2(40.0) 
{x 2;:;38.9， df=7. pく0.01) (X2=25.1. df=7. pく0.01)
表4-2職種×在宅復帰支援のために院内で連携を図っている職種
福祉職(n:;34) 看護機(n=12) 事務総(n=5)
実施 朱実施 実施 未実施 実施 来実施
機種
件数(%) 件数(%) 件数(%) 件数(%) 件数(%) 件数(%)
医師 34(100) 。(0) 12(1∞) 。(0) 5(100) 。(0)
病棟者滋飾 34(100) 。(0) 12(1∞) 。(0) 5(100) 。(0)
外来着滋富市 17(50.0) 17(50.0) 5(41.7) 7(58.3) 3(60.0) 2(40.0) 
理学療法士 34(100) 。(0) 11(91.7) 1(8.3) 4(80.0) l(20.0) 
作業療法士 24(70.6) 10(29.4) 4(33‘3) 8(66.7) 0(0) 5(100) 
言語聴覚土 16(47.1) 18(52.9) 3(25.0) 9(75.0) 。ω) 5(100) 
MSW 28(82.4) 6(17.6) 8(66.7) 4(33.3) 2(40.0) 3(60.0) 
退院翻護者援蹄 5(14.7) 29(85.3) 4(33、3) 8(66.7) 。(0) 5(100) 
事務職 24(70.6) 10(29.4) 8(66.7) 4(33.3) 4(80.0) 1(20.0) 
その他 4(11.8) 30(88.2) 4(33.3) 8(66.7) 1(20.0) 4(80.0) 
(X2::;148.1， df=9. p<O.01) (X 2:;39.6. df=9. pく0.G1) (X2エ30.7.df=9. pく0.01)
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表4~3 職種×在宅複帰支援のために連携を図っている院外の機関・施設
福祉事量(n=34)
実施 来実施
後鏑・施鐙
件数(%) 件数(%)
介磁著E人福抱l~綾 24(70.6) 10(29.4) 
介議老人保健施訟 30{88.2) 4(11.8) 
介緩療養型医療~設 21(61.8) 13(38.2) 
療養型病床群(医療保険適用) 22(64.7) 12(35.3) 
軽食老人ホー ム・ケアハウス 16(47.1) 18(52.9) 
グルー プホー ム 19(55.9) 15(44.1) 
有料老人ホー ム 14(41.2) 20(58.8) 
居宅介緩支fi著書業者 32(94.1) 2(5.9) 
在宅介緩支媛センター 30(88.2) 4(11.8) 
社会福担t協議会 21(自1.8) 13(38.2) 
議iJl:事務所(町村領経担当部署) 22(64.7) 12ω5.3) 
保健所・保健センター 1 (32.4) 23(67.6) 
へJレdー ステーション 19(55.9) 15(44.t} 
ディサー ビスセンター 19(55.9) 15(44.t} 
開業医・かかりつけ医 20(58.8) 14(41.2) 
訪問看BIステーション 24(70.6) 10(29.4) 
民生委員 16(47.1) 18(52.9) 
近隣住民 1(2.9) 33(97.0 
ボランティアグルー プ 5(14.7) 29(85.3) 
医療関連機畿会社 10(29.4) 24(70.6) 
その他 2(5.9) 32(94.1) 
(x 2=172.8. df=20. pくO‘01)
「退院・転院先の紹介・調整J33件 (97.1%)， r介護支援
専門員の紹介J 32件 (94.1%)などとなっている.看護
職は， r家族介護者についての相談・調整J12件(1∞%)，
「介護用品の紹介・調整J1件(91.7%)， r社会福祉・介
護保険制度の説明J10件 (83.3%に「退院・転院先の紹
介・調整J10件 (83.3%)などとなっている.事務職は，
「家族介護者についての相談・調整J 5件(100%)r退
院・転院先の紹介・調整J 5件(100%)r訪問看護ステー
ションの紹介J4件 (80.0%)r社会福祉・介護保険制度の
説明J3件 (60.0%) などとなっている.各職種が「家族
介護者についての相談・調整」を全員行っているが，そ
れ以外の活動についてはそれぞれ異なっている.(表4-1)
「在宅復帰支援のために院内で連携を図っている職種J
では，先の単純集計から各種職の全員が，医師，病棟
看護師と連携を図っているが，その次は各職種とも理
看掻職(0=12) 事務(n=5)
妥結 来実施 実秘 来実施
件数(%) 件数(%) 件数{%) 件数(%)
5(33.3) 7(46.7) 3{60.0) 2(40.0) 
9(60.0) 3(20.0) 2(40.0) 3(60.0) 
4(26.7) 8(53.3) 2{40.0) 3(60.0) 
3(20.0) 9(60.0) 2(40.0) 3(60.0) 
3(20.0) 9(60.0) 2(40.0) 3(60.0) 
1(6.7) 11(73.3) 1(20.0) 4(80.0) 
2(13.3) 10{66.7) 1(20.0) 4(80.0) 
6(40.0) 6(40.0) 4(80.0) 1(20.0) 
8(53.3) 4(26.7) 2(40.0) 3(60.0) 
3(20.0) 9(60.0) 1(20.0) 4(80.0) 
4(26.7) 8(53.3) 3(60.0) 2(40.0) 
2(13.3) 10{66.7) 2(40.0) 3(60.0) 
2(13.3) 10{66.7) 1{20.0) 4(80.0) 
3(20.0) 9(60.0) 3(60.0) 2(40.0) 
2(13.3) i0{66.7) 2(40.0) 3(60.0) 
7(46.7) 5(33.3) 2(40.0) 3(60.0) 
。(0) 12(80.0) 。(0) 5(100) 
1(6.7) 11(73.3) 。(0) 5(100) 
。(0) 12(80.0) 2(40.0) 3(60.0) 
3(20.0) 自(60.0) 1(20.0) 4(80.0) 
。(0) 12(80.0) 。(0) 5(100) 
(x 2=54.9. df= 20. pく0.01)
学療法士で，福祉職は 34件(100%)，看護職 11件
(91.7%) ，事務職4件 (80.0%) となっている. (表4・2)
「在宅復帰支援のために連携を図っている院外の機関J
では，職種により回答が異なっている，福祉職は居宅
介護支援事業者32件 (94.1%)，介護老人保健施設30件
(88.2%) ，在宅介護支援センター30件 (88.2%)など，
看護職は介護老人保健施設9件 (60.0%)，在宅介護支
援センタ -8件 (53.3%)，訪問看護ステーション7件
(46.7%) など，事務職は，在宅介護支援センター4件
(80.0%) ，居宅介護支援事業者3件 (60.0%)，介護老
人保健施設3件 (60.0%) など，となっている. (表4・
3) 
4)運営している医療機関の概要(設置主体，病床
数，退院調整部署の有無)について
f病院の設置主体J では，医療法人が24件 (55.8%)，
資料
公益法人8件(18.6%)，地方自治体6件 (14.0%) など
で医療法人がもっとも多かった. (表5-1)
「退院調整部署の有無Jでは，退院調整部署があると
回答したのは， 45件 (90.0%)で，多くの医療機関に退
院調整部署が設置されていた. (表5・2)
表6は運営している医療機関の概要を職種別にまとめ
たものである.r職種×設置主体jでは，福祉職は医療
法人が21件 (65.6%)看護職は地方自治体4件36.4%)， 
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事務職は医療法人4件 (100%)が多かった. (表6・1)
「職種×退院調整部署の有無Jでは，福祉職は32件
(97.0%) ，看護職は11件 (91.7%) と9割に退院調整部
署が設置されていたが，事務職は2件 (40.0%) しか設
置されていない. (表6・2)
表5 運営している医療機関の概要について
表5-1
病院の設置主体(n=43)
設置主体 件数(%)
医棟法人 24(55.8) 
公益法人 8(18.6) 
地方自治体 6(14.0) 
厚生連 3(7.0) 
表5-2
退院調整部署の有無(n=50)
退院調整部署 件数(%)
あり 45(90.0) 
なし 5(10.0) 
※無回答を除く
独立行政法人 2(4.7) 
※無回答を除く
表6 運営している医療機関の概要について(職種別)
表6-1
職種x設置主体(n=47)
匡療法人(%) 公益法人(%) 地方自治体(%) その他法人(%) 独立行政法人(%) 総計(%)
福祉職 21(65.6) 5(15.6) 2 (6.3) 3 (9.4) 1(3.1 ) 32(100) 
看護職 3(27.3) 3(27.3) 4(36.4) 。(0) 1(9.1) 11(100) 
事務職 4(100) 0(0) 。(0) 0(0) 0(0) 4 (100) 
総計 28(59.6) 8(17.0) 6 (12.8) 3 (6.4) 2(4.3) 47(100) 
※無回答を除く
表6-2
職種x退院調整部署の有無(n=50)
あり(%) なし(%) 総計(%)
福祉職 32(97.0) 1 (3.0) 33(100) 
看護職 11(91.7) 1 (8.3) 12(100) 
事務職 2(40.0) 3(60.0) 5(100) 
総計 45(90.0) 5(10.0) 50(100) 
※無回答を除く (X2=15.7. df=2， p<O.Ol) 
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6.考察
調査結果により，亜急性期病床に配置されている在
宅復帰支援担当者の職種は，福祉職，看護職，事務職
であり，福祉職が最も多く次いで看護職であった.
福祉職に20代が多い理由としては，医療機関が近年
になり積極的にソーシャルワーカーの採用を始めてい
るからと考えられる，したがって福祉職の業務範囲も
多くが他病床を含んでいる.また，多くの項目で実施
率が高くなっており，在宅復帰支援業務を積極的行っ
ていることカ宮伺える.
看護職で年齢層が高く，経験年数が長い者が多い理
由としては，臨床経験が豊かで能力を備えた看護職が
在宅復帰支援に必要であると判断しているからではな
いかと考える，また，その業務範囲が他病床を含む者
が多いのは，看護職が在宅復帰支援担当者の場合，そ
の看護職は在宅復帰支援以外の病棟看護業務が行えず，
夜勤要員にも数えられないためであると考えられる.
ところで，少数ではあったが事務職も在宅復帰支援
を担当していた.これは前述したとおり，在宅復帰支
援を担当する者の職種は規定されていないためである
と考えられる.しかし， r在宅復帰に関する業務を適切
に実施できる者Jとして事務職が妥当であるか疑問で
ある.
事務職の「亜急性期病床の現状及ぴ在宅復帰支援業
務の状況についてjの回答を検討すると， r在宅復帰支
援において取り組んでいる活動Jでは「地域の開業医
への逆紹介Jが実施率40%である以外は，全て60%の
実施率である.r在宅復帰支援のために院内で連携を図
っている職種jでも他職種と大きく変わりはない.た
だ， r在宅復帰支援のために連携を図っている院外の機
関Jにおける各項目の実施率は高くはなかった.
その理由として「在宅復帰支援において取り組んで
いる活動Jは主に病院内での対応である， r在宅復帰支
援のために院内で連携を図っている職種Jについても，
「連携」という在宅復帰支援には重要な活動ではあるが，
この対象も自身が勤務している病院内でのことである
ため，新たに関係の構築する必要があるというより，
通常の業務関係で対応できるものである.要するに実
施できている多くは，すべて病院内で完結できるもの
だと言える.
しかし， r在宅復帰支援のために連携を図っている院
外の機関」の対象は院外の他機関であるため「連携J
のために日ごろから信頼関係を構築する努力が必要で
ある.
この点に関して福祉職の「在宅復帰支援のために連
携を図っている院外の機関」の結果と事務職の結果を
比べると，福祉職が「その他Jの項目を除く20項目中
実施率が6割を超えるものが9項目 (45.0%)であるのに
対して，事務職は20項目中実施率が6割を超えるものは
4項目 (20.0%) しかなかった.在宅復帰支援に重要な
院外・他機関との「連携」を，福祉職は積極的に活動
していが，事務職はそのようなことを行っていない.
福祉職が院外・他機関との「連携Jを積極的に取り
組んで、いる理由は，福祉職が自身の専門性のーっとし
て，他職種・他機関との「連携JrネットワークJを重
要視しているからだと考えられる.
なお，看護職も「在宅復帰支援のために連携を図っ
ている院外の機関Jにおける実施率が6割を超える項
目は少ないが， r在宅復帰支援において取り組んでいる
活動Jでは「介護用品の紹介・調整Jr医療機器と衛生
資材の紹介・調整Jの実施率が他職種より高く，この
部分に看護職の専門性を見ることができる.
このような考察から，在宅復帰支援を担当する福祉
職，看護職はそれぞれの職種に基づく専門性が存在す
るが，事務職にはそれは見当たらない.本来，事務職
には在宅復帰支援に必要な専門性を持っているとは考
えにくい，やはり在宅復帰支援担当者には在宅復帰を
支援する能力を持つ専門職(福祉職・看護職)が必要
である.
つまり，その専門性を持たない事務職を在宅復帰支
援担当者として配置できることを容認する施設基準は
不適切で、ある.
したがって「亜急性期入院医療管理料」の施設基準
においても， r在宅時医学総合管理料」と同様に， r介
護支援専門員(ケアマネージャー)，社会福祉士等の保
健医療サーピス及び福祉サーピスとの連携調整を担当
する者を配置していることjという要件が組み入れる
べきであると考える.
7.まとめ
施設基準に退院・連携調整を担当する者の配置を位
置づけることは，退院支援，医療連携が患者に提供さ
れる重要な医療サービスの一部として認められること
である，よってその活動には一定の専門性・質の確保
が重要で、ある.それには 担当者が専門職であること
が一番有効な手段である.施設基準に配置が義務付け
られ，職種も規定することで，専門性を持った者が退
院・連携調整を担当することになる.
資料
しかし，これは亜急性期病床のような特定の病床や
一部の診療報酬を算定するための要件ではなく，一般
病床などの入院基本料の算定要件に組み入れられれば，
退院計画の導入や地域医療連携が促進し，どの医療機
関においても退院・連携調整が基本的な医療サービス
として患者に提供されることになるのではないだろう
か.そうなれば，患者とその家族が転院先探しを強い
られる現状が一変するだろう.そのために，厚生労働
省には医療機関が積極的に退院・連携調整担当者を配
置するように誘導する方策，たとえば，担当者配置に
よる加算，もしくは，担当者未配置減算などの導入の
検討が望まれる.
最後に，本調査研究の限界と今後の謀題について述
べる.本調査研究では悉皆調査とはせず調査対象を100
医療機関とした.これは亜急性期病床が導入されて間
もない時期の状況を，早期に把握することを優先し調
査の負担を軽減させたためだった.しかし，そのため
調査結果から，病院の設置主体別の在宅復帰支援担当
者配置状況や地域別の在宅復帰支援担当者配置状況な
どを分析することはできなかった.
また，福祉職，看護職の専門性について指摘したが，
在宅復帰支援担当者として必要となる専門性を明らか
にするまでに至っていない.
今後は，他病床で実践されている退院計画と亜急性
期病床における在宅復帰支援との比較を行い，それぞ
れの病床における退院・連絡調整の役割について，ま
たそれらを担当する者の課題・専門性を明らかにした
し、
(注)
1)桂ら (2003)は，全国の医療機関における退院計画
システム化の進捗状況について調査を行っている，
その結果，退院調整担当者を配置している医療機関
は約20%であった.
2) 2006年の診療報酬の改定では，入院基本料，看護体
制，リハビリテーション料の改定に基づき施設基準
の変更がなされた，入院日数の上限日あたりの
診療報酬は据え置かれており， I亜急性期入院医療
管理料jそのものの役割・機能に変更はなかった.
3)篠田ら (2005)は，具体的な対応疾患，状態像とし
て，高齢者の脳血管疾患患者や心疾患のリハビリテ
ーション，大腿部頚部骨折などの高齢者の骨折，慢
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性閉塞性肺疾患や関節リウウマチなどの慢性疾患の
急性増悪，疾患管理が困難な慢性疾患(糖尿病や腎
不全など)，パーキンソン病やALSなどの難病，中軽
度の肺炎などの感染症，終末期ケアなどをあげてい
る.
4)篠田 (2004)は，この四病協の提案を「厚生労働省
の f医療制度改革試案j等に見られる，単純な病院
の機能分化の盲点をつく現実的提案であるjと評価
している.
5)猪口ら (2005)は，全国31病院， 2710例の症例を調
査し，入院目的，疾患状態など明らかにしている.
それによれば，リハビリテーション目的は70%，救
急・症状不安定は15%，在宅等調整入院は24%であ
った.また，管理者の84%が「亜急性期入院医療管
理科Jの導入を評価しでいる.
6)高橋 (2005)は，亜急性期病床が回復期リハビリテ
ーション病棟との差異が明確になっていない点を指
摘している.
7)松下 (2005)は，自身の勤務する病院で， 2004年5
月 1 日 ~2005年 4 月 30日までに亜急性期病床に入院
した患者について調査した結果，整形外科疾患が
80%を占めており，整形外科の診療単価が増加し
たことを報告し，亜急性期病床の導入が平均在院
日数の短縮，診療単価の増加に結びついていると
述べている.
8)大橋ら (2005)は，自身の勤務する病院に亜急性期
病床を導入するに先立ち，現在の病棟の実績を亜急
性期病床に当てはめた結果， 6ヶ月で1，026，160点
(171，027点/月)の増収になると予測した.この結
果などから亜急性期病床の導入に踏み切ったが，導
入後6ヶ月間の実績では2，044，828点(340，805点/月)
の増収が得られたと報告している.
9)武田 (2006)の調査によれば，亜急性期病床を開設
する医療機関は， 2005年7月1日現在，全国で684医
療機関存在することが明らかになった，ただ，地域
に偏りがあり亜急性期病床の全くない県も存在して
いる.
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